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はじめに

　３０年余におよぶ中国の高度成長は国民の所得

水準の向上と同時に様々な格差を社会にもたら

した。改革開放以前相対的な平等を享受してき

た国民は，現在は国家と社会の管理者（以下は

公務員管理職），企業管理者，私営企業家などか

らなる上層階層，専門技術者（専門職），事務員，

個体戸（自営業）などの中間階層，商業・サー

ビス業従事者（商業従事者），工場労働者，農民

および無業・失業者（無職）によって構成され

る下層階層に分化していった（陸２００２，８－９頁）。

このような階層分化が親から子に引き継がれて

いくなら，社会階層は固定されていく。このよ

うに中国の社会階層が固定化されつつあるとい

う研究は少なくない１。

　教育が社会移動に大きな役割を果たすことは

広く知られている。すなわち下層出身者であっ

ても，教育を受けて能力を伸ばすことができれ

ば，地位の高い職を得て中層あるいは上層への

上向移動が可能になる。一方，教育システムに

問題があれば，下層の出身者から能力を伸ばす

機会を奪い，上向移動を妨げる。

　１９７０年代末に再編された中国の教育システム

のもとでは，初等・中等教育を普及させただけ

ではなく，大学入学統一試験制度の復活，大学

授業料の無償化，大学卒業者の雇用保障などで

下層出身者に立身出世のチャンスを与え，社会

移動を促進した。しかし，９０年代以降，学歴社

会の確立とともに２，進学を重視した重点大学

・重点高校・重点中学校・重点小学校というピ

ラミッド型の学校制度が強化され，親の学歴・

所得・階層などが，その子どもの教育の質に大

きな影響を与えるようになった。このように中

国の現行教育制度は，社会階層の固定化に大き

く影響した。

　教育を媒介として世代間の社会階層が固定化

することについては，すでにたくさんの研究が

ある。たとえば丁（２００９），は一流大学の学生と

二流大学の学生の親の職業に大きな差があると
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主張し，李（２００８）は１９５０年代から９０年代末ま

での北京大学学生の親の社会階層を分析した結

果，９０年代後期から農民および労働者出身の割

合が低下していると指摘している。李（２００９）

は西安の公立大学在学生の父親の学歴が，私立

大学在学生の父親に比べて有意に高いことを明

らかにしている。また張・劉（２００５），楊（２００８），

李（２００９）なども大学を中心とした教育機会の

公平性を研究している。

　しかし親の所得や階層によって子どもの教育

機会が不平等化する現象は，大学以前の教育段

階からすでに現れている可能性が高い。特に重

点大学から重点中学までの一連の重点学校制度

がそれを早めた。重点学校は教育予算の配分，

教員の質，就職や上級学校への進学などの面で

一般学校を上回ったので，重点学校への進学競

争が激化した。社会的・経済的地位の高い親の

子どもが重点学校への進学で有利となれば，教

育を通じた世代間の階層固定化が一層強まるこ

とは言うまでもない。

　それでは親の属性が子どもの教育機会に与え

る影響は，どの段階から現れるのだろうか。大

学については前段で指摘したようにいくつかの

研究があるが，高校に関する研究は２０００年代中

期における張春蘭の一連の研究（張２００２，２００３）

があるに過ぎず，中学校については，全国中小

学教育現状調査研究課題組（２００９）による都市

高校生の世帯についての背景調査，陳・方

（２００７）による南京市の中学校生徒の親につい

て分析くらいで，中等教育段階での調査・研究

はまだ緒に就いたばかりである３。

　本稿はこのような問題意識と先行研究を踏ま

えつつ，経済発展の過程で所得格差が拡大し，

社会的な階層分化も顕著になっている現在の中

国において「親の社会階層，学歴，世帯の所得

水準が子どもの教育達成度や教育アスピレー

ションに対しどのように影響を与えるか」とい

う問題を設定し，中学校３年生と高校３年生の

世帯に対するアンケート調査を行った。調査の

対象地域として，経済発展が著しい浙江省の杭

州市内とその郊外農村地域，所得水準が低い貴

州省の貴陽市内とその郊外農村地域，および教

育面で最も競争が激しい北京市の５地域を選択

し，各地域の中から中学・高校を，公立の重点

学校，公立の非重点学校（以下では一般校と書

く），私立学校それぞれを含むようにした。そ

して１校当たり中学・高校各３年生の生徒を２０

～２５名ランダムに抽出し，生徒自身とその親に

対しアンケート調査を実施した。サンプル数は

総計８１７世帯で４，調査時期は杭州市内と貴陽市

内が２００９年１０～１２月，その他地域が２０１０年１０～

１２月である。

　本稿は以下のように構成される。第１節は中

国の中等教育への進学制度を簡単に紹介した上

で，大学進学率と普通高校進学率を比較し，中

国の若者は高校卒業段階でなく，中学校卒業段

階ですでに人生の分岐点に立たされていること

を指摘し，中学校進学および高校進学の重要性

を強調する。第２節は，われわれの調査にもと

づき重点校と一般校に在学している生徒の親の

政治的属性，学歴，社会階層，収入などの側面

から比較し，エリート階層出身者はそうでない

者の子どもよりも重点学校により多く進学して

いることを指摘し，中国における階層固定化が

進んでいることを指摘する。第３節は，進学

ルートを調べ，生徒はどのような経路を通じて

進学したかを明らかにする。最終節では，本稿

の結論をまとめた上でこれからの研究課題を指

摘する。

１．中等教育進学制度と進学率

　１９７０年代末に再編された中国の学校体系では，

北京大学を始めとする重点大学を頂点として大

学から小学校までそれぞれに重点校と一般校と───────────
３　ちなみに，日本における教育と社会移動に関
する研究は，SSM 調査に基づいて多くの蓄積
がある。最近の研究には，たとえば，石田・他
（２０１１）などがある。

───────────
４　調査サンプルの詳細は，牧野・羅（２０１２）表
１を参照。
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が並存するシステムが採用された５。

　重点校と一般校との間には，予算，設備，教

員の質，そして進学率，就職率など多くの面に

おいて大きな格差が存在している。たとえば，

重点高校と一般高校に関しては，袁振国が１９９０

年代半ばに実施した調査によると６，重点校は

一般校に対し，生徒１人当たり教育経費で１．４

倍，１校当たり設備投資額で３７倍という優位性

を持っていた。また，大学卒教員が占める割合

は，重点校で７２％，一般校では５９％となってい

た。両者の格差が最も鮮明であったのは大学へ

の進学率で，両者の間には歴然とした格差が存

在した（牧野・羅（２０１１）図１）。

　重点学校制度が存在する限り，親は当然自分

の子どもをできるだけよい重点学校に進学させ

ようとする。また，重点学校も評価を上げるた

めにできるだけ成績の良い子どもを受け入れよ

うとする。この点では学校と親の思惑は一致す

る。そのため，改革開放以降の教育システムの

再編とともに，重点学校への進学をめぐる熾烈

な受験戦争が繰り広げられた。幼稚園児までも

が受験戦争に巻き込まれることは，さすがに子

どもの成長に対し百害あって一利なしとされ，

１９８０年代半ばから徐々に義務教育段階における

進学制度は改革された。１９８６年に政府は『義務

教育法』を改正し，従来の重点小学校制度を廃

止し，「就近入学」と称される学区制度を導入

した。それに伴って，小学校から中学校への入

学試験制度を廃止した７。

　しかし，廃止されたはずの重点小学校・重点

中学校は，その歴史的伝統，地方政府の暗黙的

支持など多くの理由で，依然として一般校を圧

倒している。重点中学校は形を変えた入学試験

を実施して成績の良い学生を集めようと努め，

親は高校進学に有利な中学校に子どもを入学さ

せるために，予め定められた学区範囲を越えて

学校を選択しようとする。学校選択には，子ど

もの能力や成績だけでなく，親の社会的地位や

経済力も大きな役割を演じた。そのために，一

般庶民にとって学校選択は事実上不可能で，大

きな社会的不満が高まり，学校選択は重大な社

会問題となった。１９９３年国務院は『中国教育改

革和発展綱要』を公表し，学生の負担を軽減し，

教育公平を図るために「就近入学」制度を強制

的に実施するようと規定した。しかし親にとっ

ては学校選択は子どもの重要な進学手段であり，

重点中学校を巡る政府と親たちとの間の綱引き

は今も続いている。

　一方，中学校への進学と違い，義務教育では

ない高校への進学には別の制度が実施されてい

る。まず，中学卒業生は基本的に県や市の範囲

で高校入学試験（大学入試の「高考」に対して

「中考」）を受け，成績順によって重点高校や一

般高校に進学する。しかし大学と異なり高校で

はすべての受験生が試験成績にしたがって入学

しているわけではない。たとえば重点高校は入

学定員に学校選択枠を設け，入試得点が多少低

くても学校選択費を払えば入学できるような制

度を導入している。ただし学校選択を通じた入

学には「点数，人数，負担金」についての規制

が設けられている。

　さらに，各地域の中学校のレベルの格差が非

常に大きいため，比較的質の低い中学校卒業者

にも示範高校に進学するチャンスを与え，ある

程度の教育公平を図るために，重点高校進学指

定枠を決める制度も一部の地域で導入されてい

る。　

　上述した中国の教育システムの特徴は，進学

率という指標でも確認することができる。図１

は大学進学率と普通高校進学率を示している。

大学進学率は，普通高校の卒業者に対する普通

５　中国の学校制度については牧野・羅（２０１１）
１２－１３ページを参照。１９９０年代後半になると，
初・中等教育段階における重点学校制度は，教
育格差の象徴として厳しい批判にさらされ，政
府は義務教育段階における重点校制度を廃止し，
高校の重点校を「示範（モデル）校」と改称し
た。しかし，従来の重点学校制度は実質的には
ほとんど変わることがなかった（南・牧野・羅
（２００８）第９章）。

６　袁（１９９９）。
７　「就近入学」制度に関しては，たとえば，李
（２００９）が詳しい。

───────────
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大学入学者の割合で，高校進学率は中学校卒業

者数に対する普通高校入学者の割合である。中

国の進学率の特徴は，普通高校進学率に表れて

いる。義務教育を終えた中学卒業生は，普通高

校に進学するか，それとも職業高校に進学する

かの重大な選択を迫られる。普通高校への進学

率は１９８０年代初めの低下を経てから長く低迷し，

９０年代後半まで２０％台にとどまっていたがが，

その後ようやく上昇に転じ，現在は４０％を若干

超えた水準で，２０１１年は４９．０％となっている。

普通高校進学者に職業高校進学者を加えても進

学率は６０％台にとどまっており，中国における

高校進学率は日本のそれがほぼ１００％であるこ

とと対照的である。

　一方，大学進学率は，１９７０年代末から８０年代

初めごろの数％から徐々に上昇し，９０年代の大

学拡大政策で急に上昇してきた。２００４年前後に

大学進学率は８０％を超えるようになり，２０１１年

は８７％に達している（職業高校卒業生を分母に

加えても大学進学率は６０％を超える）。これは，

日本の大学進学率５０％よりも高い８。すなわち，

中国では中学卒業時点で将来大学に進学する希

望をもつ者は普通高校に進学し，大学進学を望

まないあるいはあきらめた人は職業高校に進学

するか就職する。そして普通高校に進学できれ

ば，その大部分が大学に進学する。この意味で

は，中国の若者は中学卒業の段階ですでに人生

の岐路に立たされていると言えそうである。

　学歴社会の中国では，大学に進学できるかど

（注）大学進学率＝普通大学入学者数÷普通高校卒業者数×１００。
　　　普通高校進学率＝普通高校入学者数÷中学校卒業者数×１００。
（資料）『中国統計年鑑２０１１』表２０－７，表２０－９，『中国統計摘要２０１２』１６５－１６８頁。

図１　進学率の推移

───────────
８　日本の大学進学率は，大学（含短大）入学者
数の３年前の中学校卒業者数に対する比率で，
上記中国の定義とは異なる。日本では高校進学
率は９７％前後で，高校生全体に占める普通高校
生の割合は７０％強に達する。中国と同じ大学進
学率の定義で計算すると，２０１１年３月の普通高
校卒業生の大学進学率は６２．９％となる（『文部
統計要覧（平成２４年版）』http://www.mext.go.jp/ 
component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/
2012/07/12/1323289_05.xls）。
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うかは人生にとって重要な転換点となる。大学

に行こうとするならば普通高校に進学しなけれ

ばならない。また，一流大学への入学を望むな

ら，重点高校に進学しない限りその可能性は非

常に低くなる。重点高校に進学しようと望むな

ら，あえて極論すれば高校入試で良い点数をと

るか権力や金銭の力で学校選択をしなければな

らない。そしてこれは重点中学校の入学の際に

も繰り返される。以上のような重点中学校→重

点高校→重点大学の進学コースに乗ることは，

子ども自身と同時に親や親族に対しても大きな

願望と同時に圧力となっている

２．親，世帯の属性と在学校

　前節では重点中学校および重点高校への進学

の重要性を説明した。それでは，親や世帯の属

性（以下では要因と表現する）と子どもの進学

とどのような関係にあるのか。本節では子ども

の教育に対して影響を与える親や世帯の要因を，

政治資本，社会階層，学歴（文化資本），収入に

分類し，この問題を考察する。

　分析に入る前に，サンプル世帯においてこれ

らの４つの要因の間にどのような関係があるか

を確認しておく。すなわち学歴の高い親はどの

ような社会階層に所属しているのか，また学歴

や階層と収入の間になんらかの関連があるのか，

という問題である。牧野・羅（２０１２）では，学

歴が高い親ほどその社会階層（具体的には後述）

が高く，収入も高いという連関性があることを

指摘した。ここでは政治資本と他の要因の関係

について触れておく。

　政治資本はいろいろな指標で表すことができ

るが，共産党の一党支配が維持されている中国

においては，共産党員であるか否かが最もわか

りやすい指標であろう。われわれのアンケート

調査では，親の政治資本に関する回答選択肢は，

共産党員，民主党派メンバー，共産主義青年団

員，その他の政治団体メンバー，中国で「群衆」

と呼ばれる無党派の５つを用意したが，それを

共産党員とそれ以外（非共産党員）の２つの水

準に分けて９，他の３つの要因との相互関係を

表１　サンプル世帯の父親の政治資本別の要因

合計非共産党員共産党員（１）最終学歴
１６８９２７６高等教育卒

（－８．７）（８．７）
１５４１２２３２後期中等教育卒

（０．３）（－０．３）
２１７１９８１９前期中等教育卒

（５．７）（－５．７）
７１６６５初等教育卒以下

（３．２）（－３．２）
６１０４７８１３２合計

８５．４１＊＊＊カイ二乗値
（２）社会階層

１００８６１４農民
（２．０）（－２．０）

９２８４８工業労働者
（３．２）（－３．２）

３１２８３商業従事者
（１．６）（－１．６）

８５７６９自営業者
（２．６）（－２．６）

３４２３１１事務員
（－１．６）（１．６）

７９５５２４専門職
（－２．１）（２．１）

３１１９１２私営企業家
（－２．４）（２．４）

４２２５１７企業管理職
（－３．１）（３．１）

２９１０１９公務員管理職
（－５．９）（５．９）

７１５９１２その他
（１．０）（－１．０）

８８０無職
（１．５）（－１．５）

６０２４７８１２９合計
７７．８６＊＊＊カイ二乗値

３４，２５２３１，０１１４３，７８２（３）年収（元）
４０２３００１０２人数

９．５２＊＊＊F 値

（注）１）上段の数字は対象人数，下段の（　）は
調整済み標準化残差。

　　　２）北京市と子どもが私立学校に在学してい
る世帯を除く。

　　　３）子どもは高校生と中学生計。
　　　４）地域は浙江省と貴州省。
　　　５）非共産党員は民主党派，共青団，その他

党派，「群衆」。
　　　６）＊＊＊は１％の有意水準で有意。
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サンプル世帯の父親を対象にまとめたものが表

１である１０。

　カイ二乗値は１％の水準で，父親の学歴と政

治資本および社会階層と政治資本に何らかの連

関があることを示している。しかしカイ二乗検

定ではどのような連関があるかは示せない。そ

こで各セルの下段に掲げた「調整済み標準化残

差」に注目する。調整済み標準化残差は，漸近

的に標準正規分布に従い（各セルの観測値と期

待値の差を平均値がゼロ，標準偏差が１になる

ように標準化したもの），その符号がプラス（マ

イナス）であれば，当該セルが期待値よりも大

きな（小さな）値をとっていることを意味する

（Agresti 1990, p. 224）。調整済み標準化残差の

絶対値が臨界値（標準正規分布を使った両側検

定では，５％水準の臨界値は１．９６，１％水準の

それは２．５８）を超えていれば，残差＝０という

帰無仮説を棄却できる。

　サンプル世帯の父親の最終学歴と党派性の間

には，学歴が後期中等教育の者を除いて１％の

水準で，高等教育卒は共産党員になる傾向が強

く，前期中等教育卒と初等教育卒では，非共産

党員である傾向が強い。また社会階層との関係

では，父親が農民，工業労働者および自営業者

なら非共産党員である傾向が強く，これに対し，

専門職，私営企業家，企業管理職および公務員

管理職は共産党員である傾向が強い。年収に

ついても共産党員（４３，７８２元）と非共産党員

（３１，０１１元）との間の格差も１％の有意水準で

明らかである。母親の数字は省略するが，父親

の場合とまったく同様の結論が得られる。これ

らの事実は，中国の世帯では，政治資本，社会

階層（職業の社会的威信），文化資本，経済資本

が一部の社会的グループに独占されていること

を意味する。

　政治資本（党派性）

　すでに述べたように，共産党員であれば，非

共産党員に比べ，権力への昇進，社会的・経済

的機会へのアクセスが容易になる。したがって

親が共産党員であれば，入学試験以外の手段を

使って志望校に入学しようとする場合に有利に

働く可能性がある。両親の政治資本と子どもの

在学校との関係をまとめたものが表２である。

　父親の党派を見ると，重点校に在学する生徒

２５８人中で父親が共産党員は７０人でおよそ２７％

を占めているが，一般校の生徒３７５人中では父

親が共産党員は６６人で１８％を占めるに過ぎず，

カイ二乗検の結果は，「父親の所属党派と子ど

もの在学校の種類との間に連関性がない」とい

う帰無仮説は１％の有意水準で棄却され，調整

済み標準化残差の絶対値は１％水準の臨界値

２．５８を上回っているので，「父親が共産党員で

───────────
９　民主党派メンバー，共産主義青年団員，その
他の政治団体メンバーの回答者数は非常に少な
く，それらを共産党員，非共産党員のどちらに
含めるかは，本稿の分析結果には影響しない。

１０　本稿は重点校と一般校との比較が分析の目的
なので，調査対象が重点校の世帯だけである北
京市のサンプル世帯は，特に断りがない限り，
分析の対象には含めていない。また本稿の計算
には，統計ソフト IBM SPSS Statistics v. 20 を
使った。

表２　親の政治資本と子どもの進学先

合計一般校重点校父親
１３６６６７０共産党員　

（－２．９）（２．９）
４９７３０９１８８非共産党員

（２．９）（－２．９）
６３３３７５２５８合計　　　

８．２３＊＊＊カイ二乗値
合計一般校重点校母親
７９３５４４共産党員　

（－２．９）（２．９）
５５８３４３２１５非共産党員

（２．９）（－２．９）
６３７３７８２５９合計　　　

８．４５＊＊＊カイ二乗値
（注）１）上段の数字は対象人数，下段は標準化残

差。
　　　２）子どもは高校生と中学生計。
　　　３）地域は浙江省と貴州省。
　　　４）非共産党は民主党派，共青団，その他党

派，「群衆」。
　　　５）＊＊＊は１％の有意水準で有意。
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あれば，子どもは重点校に進む傾向が強く，非

共産党員であれば一般校に進む傾向が強くな

る」といえる。母親の場合もまったく同様であ

る。したがって親が共産党員であれば，重点校

への入学に有利になる傾向が強い。

　ただし表１でも判明したように，共産党員は

非共産党員に比べ，学歴，社会階層，収入のい

ずれもが高いので，表２の結果が本当に政治資

本の影響を示すものであるかは，留保する必要

がある。

　

　社会階層

　次に親が属する社会階層の子どもへの影響を

調べてみる。ここでは，社会階層を陸学芸

（２００２）の分類に従って，農民，工業労働者，

商業従事者，自営業，事務員，専門職，私営企

業家，企業管理職，公務員管理職，無職という

十大階層に準拠した。

　調整済み標準化残差の値からは，父親が農民

の子どもは一般校に，事務員と企業管理職の子

どもは重点校に進む傾向が強く，母親が農民で

あれば父親同様の影響が見られ，また専門職，

企業管理職であれば重点校に進む傾向が強い、

ということがわかる。

文化資本（学歴）

　表４は父親と母親の学歴と子どもの在学校と

の関係である。父親が高等教育卒と前期中等教

育卒以下との間で子どもの在学校に差があり，

母親の場合は，最終学歴が後期中等教育卒と前

表３　親の社会階層と子どもの在学校の関係

母親の階層と子どもの在学校との関係父親の階層と子どもの在学校との関係
合計一般校重点校合計一般校重点校
１０６９２１４１００８２１８農民

（６．４）（－６．４）（５．２）（－５．２）
１０７６２４５９３５９３４工業労働者

（－０．２）（０．２）（１．１）（－１．１）
４３２６１７３１１７１４商業従事者

（０．２）（－０．２）（－０．４）（０．４）
７９４７３２８６５３３３自営業

（０．１）（－０．１）（０．７）（－０．７）
４６２３２３３４１１２３事務員

（－１．３）（１．３）（－３．２）（３．２）
４７１４３３８１４２３９専門職

（－４．２）（４．２）（－１．３）（１．３）
２５１５１０３１１６１５私営企業家

（０．１）（－０．１）（－０．８）（０．８）
３８１２２６４５１９２６企業管理職

（－３．５）（３．５）（－２．３）（２．３）
１７９８３０１３１７公務員管理職

（－０．５）（０．５）（－１．７）（１．７）
７８４１３７７４３９３５その他

（－１．２）（１．２）（－１．１）（１．１）
２２１７５８７１無職

（１．８）（－１．８）（１．７）（－１．７）
６０８３５８２５０６１３３５８２５５合計

６８．４５＊＊＊４７．３７＊＊＊カイ二乗値
（注）表２に同じ。
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期中等教育卒との間で子どもの在学校に大きな

差がある。ここでも親の学歴と子どもの進学先

とが，独立した事象でないことが判明する。

　

経済資本（世帯の収入）

　サンプル地域間の収入格差は非常に大きいの

で，それを調整するために収入の絶対額を使わ

ず，杭州市，杭州市近郊農村，貴陽市，貴陽市

近郊農村の４地域ごとに世帯総収入を昇順に並

べ，それを４等分に区分けした四分位数を使う。

第Ⅰ四分位は収入の最も低い２５％の世帯で，第

Ⅳ四分位は最も高い２５％のグループである。

　世帯収入と子どもの在学校との関係をまとめ

たものが表５である。第１に収入が最も低い第

Ⅰ四分位の世帯の子どもは一般校に在学してい

る傾向が強く，第２に重点校に在学する子ども

で，５％水準で標準化残差が有意なプラス値と

なったのは，最も高い水準第Ⅳ四分位ではなく，

その下の第Ⅲ四分位の水準である。すなわち収

入が高い世帯ほど重点校に在学する子どもが多

くなる，というわけでは必ずしもない。表は省

略するが，高校生と中学生に分けてこの関係を

分析すると，高校生よりも中学生の方でより明

確に現れる。

　以上は政治資本，社会資本，文化資本，経済

資本という４つの要因の違いが，子どもの在学

校の種類（重点校と一般校）にどのように関係

しているか，単独に検討してきた。その結果，

親の各要因が高水準なほど，子どもが重点校に

在学している割合は，それらの要因が低水準の

世帯よりも高いことが認められる。また，その

関係は子どもが高校生の場合だけでなく中学生

でも見られる。

　以下ではこれらの要因を単独にではなく，各

要因の影響を調整した上で，それぞれどのよう

に子どもの進学に影響するか分析してみる。モ

デルとして以下のような二値ロジスティックモ

デルの在学関数を設定する。

　 　・・・・（１）

　ここで　 　と　 　は以下で説明する被説明変

数と説明変数で，αとβはパラメータである。

表４　親の最終学歴と子どもの在学校の関係

母親の最終学歴と子どもの在学校父親の最終学歴と子どもの在学校
合計一般校重点校合計一般校重点校
１３０６０７０１６８７９８９高等教育卒

（－３．７）（３．７）（－４．０）（４．０）
１３７６４７３１５６９３６３後期中等教育卒

（－３．７）（３．７）（－０．１）（０．１）
２１７１５６６１２１８１４４７４前期中等教育卒

（４．３）（－４．３）（２．３）（－２．３）
１３５９３４２７３５２２１初等教育卒以下

（２．３）（－２．３）（２．１）（－２．１）
６１９３７３２４６６１５３６８２４７合計

３７．７５＊＊＊１８．９３＊＊＊カイ二乗値
（注）表２に同じ。

表５　世帯収入と子どもの在学校との関係

合計一般校重点校
１５４１０５４９第Ⅰ四分位

（４．１）（－４．１）
１６２８３７９第Ⅱ四分位

（－０．９）（０．９）
１２１５５６６第Ⅲ四分位

（－２．２）（２．２）
１１６５７５９第Ⅳ四分位

（－１．２）（１．２）
５５３３００２５３合計

１７．６３＊＊＊カイ二乗値
（注）表２に同じ。
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　被説明変数の　 　は進学割合で， 　は一般校

進学した子どもの割合， 　は重点校に進学し

た子どもの割合である。

　説明変数（ ）の下付　 　は以下の８つの要因，

　 　はその水準を意味する。

　  ， ：それぞれ父親・母親の政治資本で，

２水準の名義変数（  　＝１　が共産党員，　 　＝２　が

非共産党員）とする。

　  ， ：それぞれ父親・母親の社会階層で，

先に紹介した陸学芸が提案した十大階層に「そ

の他」を加え，それを  　＝１～１１の名義変数で表

す。

　  ， ：それぞれ父親・母親の学歴水準で，

４水準の名義変数（  　＝１　が高等教育卒，  　＝２　

が後期中等教育卒， 　＝３　が前期中等教育卒， 　

＝４　が初等教育卒以下）とする。

　 ：世帯の収入水準。既に説明した地域ごと

の世帯総収入の四分位数を使う。 　＝１　が収入

の最も低いグループで， 　＝４　が収入の最も高い

グループである。

　 ：地域ダミーで，都市と農村の２水準で，　

 　＝１　は都市， 　＝２　は農村とする。

　推定には統計ソフト SPSS の「一般化線形モ

デル」を使う。第１節で説明したように，進学

制度は中学と高校で異なるから，関数の計測も

中学校と高校を分けて行った。

　説明変数（要因）はすべてカテゴリー変数で，

SPSS では，推定に際しては各要因の中で基準

となる水準を予め設定しその値をゼロとするダ

ミー変数として扱われる。以下では基準となる

水準を，政治資本は非共産党員，社会階層は農

民，文化資本は最終学歴が初等教育卒以下，経

済資本は第Ⅳ四分位とした。したがって（１）式

の推定に際し，これら基準水準のパラメータの

推定値はゼロとなる。

　モデルの推定結果から，以下では２段階，す

なわち進学確率に８つの各要因が与える影響と

各水準が与える影響とに分けて論じる。表６は

前者についての分析結果である。最下段の尤度

比カイ二乗の値は，８つの要因をすべて組み込

んだモデルとすべての要因を除いた定数項のみ

のモデル（帰無仮説）とを比べた尤度比検定の

結果をあらわす。すなわちそれは１％の有意水

準で帰無仮説が棄却されるので，進学確率の説

明モデルとして（１）式が有効であることがわか

る。８つの要因について，それぞれをモデルか

ら除いた時の有意性の変化を見たものが各要因

の Wald カイ二乗値で示される。中学生におけ

る重点校・一般校への進学に影響を与える親あ

るいは世帯の要因は，収入水準と母親の社会階

層である。高校生になると両親の学歴，母親の

社会階層，父親の政治資本など多くの要因が影

響するが，中学と異なり収入の影響は見られな

い。他方，母親の政治資本や父親の社会階層は

中学，高校を通じて子どもが進学する学校の種

類には影響を与えない。

　以上のことから，中学校への進学に際しては，

世帯の経済的条件が比較的大きな影響を持ち，

高校への進学の場合は，世帯の収入よりも親の

文化資本や社会階層，政治資本など非経済的条

件の影響が強くなる。さらに子どもの進学に対

する父親と母親の影響の大きさを比べてみると，

母親の方が大きい。これは子どもの成績に関す

る牧野・羅（２０１２）の分析結果とも整合する。

　次に子どもの進学に影響を与える要因の中で，

表６　各要因別にみた進学確率に与える効果の
適合度検定

中学生高校生
０．５４１　　　２．５９８×１０－７定数項
２．３６９　　　４．５２１＊＊　父親政治資本（X１.）
０．３５８　　　０．９３４　　　母親政治資本（X２.）
８．２７８　　　４．４１７　　　父親社会階層（X３.）
１８．０６５＊　　１７．５２５＊　　母親社会階層（X４.）
１．８７１　　　１１．４２５＊＊＊父親最終学歴（X５.）
３．８７５　　　２１．７７５＊＊＊母親最終学歴（X６.）
１０．９５８＊＊　５．５７５　　　家庭収入水準（X７.）
１０．６０９＊＊＊８．３１３＊＊＊地域（X８.）
２２８　　　２１９　　　サンプルサイズ
８４．０２＊＊＊８７．２３＊＊＊尤度比カイ二乗

（注）表中の定数項から８つの要因別の数字は
Wald カイ二乗値で，＊＊＊，＊＊，＊ はそれぞ
れ１％，５％，１０％の水準で有意であること
を示す。
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どの水準の間で格差が存在するのかという問題

を，前掲（１）式のモデルのパラメータの推定結

果によって検証する。すでに説明したように基

準となる水準のパラメータの推定値はゼロとし

て設定されるので，各水準の推定パラメータの

有意性の検定結果から，ある要因の基準水準と

それ以外の水準とに間に進学確率に与える影響

に有意な差が存在するかを否かという問題を検

証することができる。

　すべてのパラメータの推定結果を示すことは

冗長になるので，ここでは重要な含意を与える

母親の社会階層のパラメータ（モデルの記号を

使うとβ  ）だけを表７に示す。ここでマイナス

の符号は基準である農民に比べて一般校（重点

校）に在学する確率が低く（高く）なる階層で

ある。たとえば子どもが高校生の場合，母親

の階層が工業労働者のパラメータの推定値は

－２．４２９でこの推定値の帰無仮説は５％で棄却

されるから，母親が工業労働者の子どもは，母

親が農民の子どもに比べて重点校に在学する確

率が有意に高いと判断される。したがって１０％

以下の有意水準で農民に比べて重点校に進学す

ることが有意に高くなる階層は，子どもが高校

生の場合は公務員管理職など計６階層，同じく

中学生の場合は企業管理職など計７階層が該当

する１１。

　また推定結果は省略するが，母親の文化資本

（学歴）については，基準の初等教育卒以下に

比べて，高等教育卒や後期中等教育卒の母親の

子どもは重点校に進学する確率が有意に高くな

る（子どもが高校生の場合）。要因が世帯収入の

場合は，基準となる所得が最も高い第Ⅳ四分位

を基準にして，子どもが高校生であれば第Ⅱ四

分位（収入が低い方から２番目のグループ）の

重点校に入る確率が有意に高く，子どもが中学

生であれば第Ⅰ四分位（収入が最も低い２５％）

の重点校に入学する確率は有意に低くなる。い

ずれにしても分割表の独立性の検定結果と同じ

く，単純に収入が高ければ重点校に進学しやす

いということにはなっていない。

　高校生の子どもに関する父親の政治資本の影

響をみると，共産党員の父親の子どもは非共産

党員の父親の子どもより重点校進学の確率が有

意に高くなる。政治資本は，文化資本や社会階

層の特定の水準と強い連関があるものの，文化

資本等を調整しても，子どもの進学に対する影

響が認められる。

３．進学ルート

　第１節で説明したように、中学校と高校の進

学ルートは制度的に異なっているものの、その

両者で学校選択は流行り、金銭や権力も学校選

択に影響を与えている。われわれのアンケート

調査では、入学経路を次の９つに分けて質問し

た。①学区指定。②リンク制度。リンク制度は、

中国語で「挂評入学」という。中国政府は、進

学の公平性を図るために、レベルの低い小学校

あるいは中学校の卒業生に一定の入学枠を与え

ている。その制度を利用すれば、試験の成績は

ある程度劣っても進学できる。③統一試験。特

に高校進学に利用される。④試験＋寄付金。入

───────────
１１　ただし結果はどの階層を基準に取るかで異な
ることがあるので注意する必要がある。

表７　母親の社会階層に関するパラメータの推
定値

中学生高校生
－２．８６５＊＊＊－２．４２９＊＊工業労働者（β８ １）
－２．４５１＊＊－２．７６９＊商業従事者（β８ ２）
－２．３８８＊＊－２．６０４＊自営業（β８ ３）
－２．５６９＊＊＊－１．７７２事務員（β８ ４）
－３．１５１＊＊＊－４．７８８＊＊＊専門職（β８ ５）
－２．３９１＊－２．８２１私営企業家（β８ ６）
－３．４９６＊＊＊－４．８０７＊＊＊企業管理職（β８ ７）
－１．８１９－４．２１９＊＊公務員管理職（β８ ８）
－１．２８５－３．３１４＊＊その他（β８ ９）
－０．９７８－０．６７７無職（β８ １０）
　　　０　　　０農民（β８ １１）

（注）１）数字は農民を基準とした（１）のモデルで
推定したβの値。

　　２）有意水準は Wald カイ二乗値によるもの。
　　３）＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ１％，５％，１０％

の水準で有意であることを示す。
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試成績が多少劣っても、親が一定金額を学校に

寄付すれば入学できる。⑤試験＋権力。入試成

績が多少劣っても、親や関係者が権力を行使し

て学校に働きかける。中国語でこれを「打招呼」

という。⑥寄付金。試験を受けず、あるいは試

験成績と関係なく、寄付金で入学する。⑦権力。

試験を受けず、あるいは試験成績と関係なく、

親の権力で入学する。⑧その他。⑨不明。

　中学校への入学ルートを見てみる（表８）。

廃止されたはずの試験は１９．６％を占めている。

それと寄付金あるいは権力との組み合わせを合

算すれば、三分の一以上には試験が実施されて

いる。また寄付金や権力のみによる入学もおよ

そ５％占め、上記の試験プラス寄付金･権力を

合わせれば１８％になる。中学校進学においては、

権力と金銭が果たしている役割がこの数字から

読み取ることができる。一方、再三にわたって

奨励された学区指定入学は５６．１％を維持してい

る。

　高校進学はそもそも入試制度によって選抜す

るので、試験入学は８０％以上を占める。また約

１０％は金銭・権力が絡んだ進学となっている。

義務教育の中学校の入学経路に、権力・金銭に

絡んだものは高校より比率が高い。このことは、

中国政府にとって耐え難い現実ではないだろう

か。

おわりに

　本稿は，中国における経済格差の拡大が，教

育格差にどのような影響を与えているか，また

それが世代間で固定化する傾向にあるか，とい

う問題意識に基づき，北京市，浙江省，貴州省

で現地調査を実施し，その結果を利用し，中等

教育段階の重点学校と一般学校の在学および入

学ルートに焦点を当てていくつかの分析を試み

た。得られた主たる結論は以下の通りである。

　第１に，牧野・羅（２０１２）は，親の学歴・階

層・収入という要因が子どもの成績に大きな影

響を与えていることを分析したが，これらの要

因は子どもの進学先（重点校か一般校か）にも

大きな影響を及ぼしている。親の政治資本，社

会資本，経済資本，文化資本のレベルが高けれ

ば，その子どもは有名大学へ入学するのに有利

な中等教育重点校への進学確率が高くなる，と

いう形で親が所有する各種資本が子の世代に継

承されていく。重点校への進学が権力や経済力

だけで決まるのであれば，政治体制改革などを

通じてある程度解決できると思われるが，親の

社会資本や文化資本とリンクするとその根本的

な解決はより困難になるであろう。

　第２に，親の各種資本の子どもの進学に対す

る影響は，入学試験を中心とする高校だけでな

く，「就近入学」が原則とされている義務教育

段階の中学校にも観察される。それは，「就近

入学」政策が徹底されておらず，親の影響が中

学校段階でもみられることも意味する。今回は

小学校に対する調査をしていないために，確実

なデータは示せないが，多くの親は幼稚園ある

いは小学校の段階から質の良い教育資源をめ

ぐって激しい競争を繰り広げている。また入学

ルート調査からは，金銭や権力を使った入学が

少なからぬ割合を占めていることも判明した。

　最後になるが，われわれの調査地域あるいは

調査学校の選定に際しては，国土の広い中国の

中でできる限り一般性を保てるように配慮した

が，あくまでも５地域８００余りのサンプルを使っ

ての分析結果であることに留意する必要がある

表８　入学経路
（人，％）
中学生高校生
構成比人数構成比人数
５６．１１９２２．０７学区指定
０．３１２．９１０リンク制
１９．６６７８０．５２７７試験
８．８３０５．５１９試験＋寄付金
５．６１９２．０７試験＋権力
３．５１２１．７６寄付金のみ
１．２４０．００権力のみ
５．０１７５．２１８その他

１００．０３４２１００．０３４４合計
（注）浙江省と貴州省のサンプル世帯。
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だろう。
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　The relationship between education and increasing income inequality has been getting more and 

more attention as income inequality has been increasing in recent China. This paper examines 

whether household income level, educational attainment of parents and political faction or party 

and social class they belong to, influence on the type of school (key school or non-key school) their 

child advances to. We carried out questionnaire surveys of high and junior high school students and 

their parents living in Beijing city, Zhejiang and Guizhou provinces in 2009 and 2010. We conclude 

that while child of the household of the lowest income quartile is highly probable to advance to non-

key school, child whose parents having higher educational attainment or belong to communist 

party has more opportunity to go on key school. Another important fact finding of this paper is that 

donation or political influence is still used today for school admission. 


